
No.61

出社を望んでいるのは誰か

～性別によるテレワーク意向パターンの違い～　

　　石川　ルチア



1 
 

Works Discussion Paper No.61 

 

出社を望んでいるのは誰か 

～性別によるテレワーク意向パターンの違い～ 

 

石川ルチア（リクルートワークス研究所） 

 

2022 年 12 月 14 日 

 

要旨 

新型コロナウイルス感染症の拡大によってテレワークが広がり、企業はパンデミック収

束後の方針を検討している。本論文の目的は、就業者がどのような働き方を希望しているの

かを、男女別に明らかにすることである。分析の結果、男性も女性も、テレワークを週 3 日

以上希望する人の割合が最も高かった。ただし、テレワークおよび出社を望む人の傾向には

性差があった。男性では、役職者や職場の人間関係を重視する人に全日出社あるいは週 1～

2 日のテレワークを希望する傾向がみられた。女性では、未就学児の子どもがいることと、

職場で仕事の進め方が工夫されていること、1 週間の総労働時間が長いことがテレワーク意

向者の特徴であった。企業の役職者は男性が圧倒的多数を占めることを踏まえると、主に男

性がテレワークの方針を決定することになり、職場の人間関係を重視した方針に偏る可能

性がある。企業が従業員のウェルビーイングを考慮したテレワーク施策を検討するために

は、性別によって意向のパターンが異なる点を考慮する必要性が示された。 
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１．はじめに 

本論文は、テレワークおよび出社を希望する人の特徴を男女別に理解することを目的と

している。テレワークとは、自宅やサテライトオフィス、カフェ・ファミリーレストランな

ど、通常業務を行っている職場以外の場所で働くことを指す。新型コロナウイルスの感染拡

大により、多くのオフィスワーカーが主に自宅でのテレワークを経験した。パンデミック以

前は、雇用されている人のテレワーク実施率は 2018 年の 16.6%が最高だったのに対し、

2021 年は 27.0％まで増加した（国土交通省、2022）。この割合は、現地作業や直接対面で

業務を遂行する必要のないオフィスワーカーに限ると、より高いと推測される。 

パンデミック宣言があった 2020 年春以降、企業は収束後にテレワーク制度を継続するか

どうか、するならばどれぐらいの頻度でどのような運用が適切かを検討してきた。週の出社

日数を決める企業もあれば、個人に判断を委ねる企業もある。2022 年 7 月の日本経済新聞

社による「社長 100 人アンケート」では、従業員の出社について「週 5 日もしくは基本全

日出社」とする企業が 9.6％と 1 割弱あった一方で、「社員の裁量に任せる」が最多の 51.9％

であった（藤生、2022）。就業者側では、テレワーカーの 89.4％がパンデミック収束後もテ

レワークの継続を希望している（国土交通省、2022）。 

個人は、自分が希望するテレワークの頻度と実際に行うテレワークの頻度が一致しない

場合に心理的ストレスが高まることが確認されており（Otsuka et al.、2021）、テレワーク

を強制されることはワークエンゲージメントの低下や疲労感の増加につながる（Dias et al.、

2022）。したがって、個人の裁量で働く場所を選べるような方針は望ましい。ただ、そうす

る場合には、いくつかの懸念が指摘されている。個人がテレワーカーよりも出社している人

を優遇してしまう近接性バイアスや、女性のキャリア機会損失などである。たとえば、管理

職の約 75％はオフィスにいる部下のほうを好ましく思い、リモートで働く従業員の昇進率

は出社している人の半分、との調査結果がある（Agovino、2022）。さらに、男性よりも女

性のほうがテレワークを希望する割合が高いことから（それぞれ 41％と 52％、Agovino、

2022）、女性活躍推進の取り組みが阻害される可能性がある。 

上記の懸念があるため、企業が従業員の意向を汲みながら今後の方針を検討する際は、テ

レワークおよび出社を希望する人の傾向を理解しておくことが重要である。特定のグルー

プを恣意的に優遇しないよう留意して、オフィスの使い方や、効果的なコミュニケーション

や協働のあり方など、出社とテレワークを組み合わせるときの施策策定に活かせる。特徴は

男女別に把握することが有益だと考えられる。なぜならば、テレワークにおいて男性のほう

が女性よりも孤独感を感じる割合が高いこと（栗田、2021）や、配偶者がいるテレワーカー

の場合、女性のほうが家事や育児を行う時間が長いこと（大谷、2021）など、テレワークが

就業者に与える影響は性別で異なると確認されているからだ。 

では、テレワークおよび出社を希望する人には、どのような傾向があるのか。男性と女性

では、実際に傾向が異なるのだろうか。 
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２．先行研究 

就業者のテレワーク意向に関する研究は、この数年間に国内外で多数行われている。

Thompson et al. （2022）は、パンデミック前にテレワーカーと非テレワーカーに聞き取り

をし、機会があればテレワークを希望する理由として挙がった回答を 10 のカテゴリと 2 つ

の前提条件に分けた。10 のカテゴリは、自分や周りの負担が軽減されることに関わるもの

（①通勤がない、②通勤時のガソリン代などの金銭面の負担が減る、③車で通勤しないこと

による環境への配慮）や、仕事そのものに関わるもの（④生産性が高まる、⑤残業できる、

⑥オンコールや海外と会議がある場合に業務時間を自由に設定できる）、そして仕事以外の

面での柔軟性に関わるもの（⑦家事など家庭の用事を片付けられる、⑧服装や運動など個人

の自由度が高まる、⑨仕事に関連しない用事を片付けられる、⑩健康上の理由）、であった。

前提条件は、テレワークを可能にするために本来必要なものであり、会社のリソースや人の

助けを必要としない「タスク」面での業務特性と、会社という「場」でなくてもできる業務

特性が挙がった。最も多かった回答は「通勤がない」ことであったが、「仕事に関連しない

用事を片付けられる」は女性との相関が高かった。 

テレワーク意向と属性や仕事の状況あるいは私生活の状況との関係を検証した研究には、

Nguyen & Armoogum（2021）がある。パンデミックにおけるテレワークに対して肯定的

な意見を持つ人は、収束後もテレワークを希望する傾向が高いことを明らかにしたベトナ

ムの研究で、女性のほうがテレワークに対して肯定的であり（女性 56%、男性 45%）、テレ

ワークを希望する割合も高かった（女性 63%、男性 39%）。否定的な意見の人は、男性では

「データへアクセスしにくい」「集中できない」といった仕事に関する要因が関係していた

のに対し、女性では特に「2 人以上の子どもとの同居」という、家庭に関する要因の影響が

特徴的であった。男女ともに、人と対面で働くことやコミュニケーションをとることを楽し

む人は、テレワーク意向と負の相関があった。また、収入が高い人もテレワークに比較的否

定的で、役職との関連が示唆された。 

Jones et al.（2022）もパンデミック収束後のテレワーク意向とその要因を見たカナダの

研究で、1 度でもテレワークを行った人の 99％が今後も継続したい意向を示した。ほかに

は、「週当たりのオンライン会議が 2 時間以上ある」は毎日テレワークを希望することに、

「ワークライフバランス」と「5 歳以上の子どもが自宅に 1 人以上いること」は週の半分以

上テレワークを希望することに中程度の影響があった。しかし、収入の高い人がテレワーク

を希望する傾向にあることや、性差が有意ではないことなど、Nguyen & Armoogum（2021）

と相反する結果も得られており、文化の影響が示唆されている。たとえば Jones et al.は、

カナダでは家事や育児が男女平等に分担されていたり、女性がキャリアで不利でなかった

りするために、性差が確認されなかったと解釈している。 

Dias et al.（2022）は、テクノロジーツールの習熟との関係に焦点を当てている。テレワ

ークでは通常、ICT（情報通信技術）ツールを用いて業務を遂行するため、ツールの習熟は

就業者がテレワークを行うための前提条件といえる。同研究では、新しい ICT ツールを使
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いこなせることと、テレワークに対する好意的な意見は正の相関にあった。 

また、Yamashita et al.（2022）は労働機能障害との相関関係を検証している。テレワー

クを週 4 日以上していた人は、ほぼテレワークをしていなかった人に比べて「丁寧に仕事

ができなかった」「面倒な仕事を後回しにした」などの労働機能障害の程度が高かった。

Yamashita et al.は、本人の健康上の問題や家庭との両立など、パフォーマンスを低下させ

る要因がある人が、テレワークを希望する就業者に多い可能性を指摘している。 

自分や身近な人のテレワーク経験は、自分自身のテレワーク意向だけでなく、職場の他者

がテレワークすることへの意識にも影響することが明らかになっている。Knoesen & 

Seymour（2020）では、パンデミックによるロックダウン中にテレワークを経験したマネ

ジャーは、以前よりもテレワークに対して受容的になり、部下に出社を求める割合が減少し

た。Mele et al.（2021）の研究では、非テレワーカーは、出社する同僚をより好ましく思い、

一緒に働く機会が限定されている点では同じであるパートタイマーのほうを、テレワーカ

ーよりも好意的に見ていた。そして、チームにテレワーカーがいなければテレワーカーに対

する否定的な感情はさらに強く、どちらかといえば女性よりも男性のほうが否定的であっ

た。 

以上のように先行研究では、働く人がテレワークを希望する理由やテレワーク意向者の

特徴について検討されている。その中で、文化による違いが示唆された。文化的な特徴とし

て、日本では、アジア・太平洋諸国と比較して職場の人間関係や直属の上司に対する満足度

が最も低く、職場のストレス要因として上司や同僚、それ以外の社内の人間関係が上位に挙

がっている（佐藤、2021）。社内の人と対面でコミュニケーションをとらないテレワークで

は、職場の人間関係の満足度やストレス要因が変化すると推測でき、日本人のテレワーク意

向もそれに影響を受けると考えられる。 

とりわけ男性は、人間関係の数が女性よりも少なく、社会的孤立に陥りやすいことが複数

の研究で指摘されている。男性の孤立感に関する研究の多くが高齢者を対象にしているも

のの、現役世代の単身者や無職者対象の研究を含めたいずれにおいても、女性よりも男性の

ほうが親戚や近所の人、友人などとの付き合いが少ないために孤立する比率が高く、孤独感

を感じやすいとの結果が出ている（安藤・小池・高橋、2016；木下、2022；藤森、2022）。

したがって、1 週間の大半を過ごす職場の人間関係は特に男性にとって重要だと考えられ、

テレワーク意向と強い関係を示す可能性がある。 

日本でテレワークを希望する人の特徴を男女別に分析した研究は見当たらない。また、海

外の研究でも、職場の人間関係やコミュニケーションのとり方に焦点を当ててテレワーク

意向を研究していない。そこで研究課題を、テレワークを希望する人と出社を希望する男女

の特徴を、職場の人間関係と職場での工夫による影響も踏まえて明らかにすることとした。 

 

  



5 
 

３．方法 

3.1. 分析に用いたデータ 

 分析には、リクルートワークス研究所が 2021 年 10 月に実施した「職場における集まる

意味の調査」のデータを用いる。同調査は、コロナ禍における日本企業の働き方の変化や職

場のコミュニケーションの変化を明らかにすることを目的とし、インターネットモニター

調査で実施した。対象者は、三大都市圏の従業員規模 50 名以上の企業で働く、20～69 歳

のオフィスワーカーである。 

本研究では、有効回答数 4,202 件のうち、正規社員として働く回答者 3,381 件のデータ

を使用する。平均年齢は 49.72 歳、男性 2,688 名（79.5％）、女性 693 名（20.5％）であっ

た。 

 

3.2．分析に使用する変数 

3.2.1. 従属変数 

 従属変数には、「あなたが仮に自由に働き方を選べるとしたら、1 週間にどれくらいテレ

ワークを行いたいと思いますか」への回答を用いる。回答は、週に「0 日」から「7 日」ま

で幅があった。テレワークを希望する人の特徴は、日数が多いほど特定の傾向が高くなるよ

うな線形の関係ではないと考えられる。毎日出社を望む人と週の一部のみテレワークを望

む人、そして週の大部分でテレワークを行いたい人とでは、それぞれ特徴が異なる可能性が

あるため、回答者を「0 日」「週 1～2 日」と「週 3 日以上」の 3 群に分け、判別分析を用い

て各群の特徴を捉えることとする。サンプル数が男女で大きな差があることからも、男女別

に判別分析を実施してモデルの違いを明らかにすることが適していると考えられる。 

 

3.2.2. 説明変数 

説明変数は、「属性」、テレワークを行うための「前提条件」、そして「現在の心理状態」

「性格」と「職場での工夫」の５カテゴリに分けた。前提条件には Dias et al.（2022）と

Thompson et al.（2022）を参考にし、3 つの設問を用いた。1 つ目は、Web 会議システム

やビジネスチャットツールなどテレワークツールの習熟度についての設問、2 つ目は、自宅

は問題なくテレワークできる環境かを尋ねる設問、3 つ目は、上司の指示がなくても自分の

判断で仕事を進められるかという仕事の特性についての設問である。仕事に関して現在ど

のような感情を持っているかによって個人のテレワーク意向は変わると考えられるため、

現在の心理状態の指標として「生き生きと働いている」「職場の一員なのだと強く感じる」

「十分にワークライフバランスが取れている」を使用する。性格の変数には、オフィスとテ

レワークで人と接触の仕方の違いが際立つ、「静かな環境より、人がいたり雑音のある環境

のほうが集中できる」「一人で考えるより、人と会話しながらのほうがよい仕事ができる」

「物事がうまくいかない時は、周囲に気軽に助けを求める」「会議では積極的に意見や質問

をする」「職場の上司や同僚、部下とランチや飲み会をするのは楽しい」「他者が自分をどう
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思っているかを気にする」の 6 項目を用いる。そして、職場での工夫についての設問には、

社内のコミュニケーションのとり方に関する、次の 5 問を用いる。「会議の時間を有効に使

えるように、効率的に議事を進行する」「会議終了後に議事録や次回までに行うことがメー

ルなどで共有される」「会議などで職場のみんなが参加できるよう、発言を促したり意見を

尊重したりする」「時には、長めの時間をかけて職場のメンバー全員とじっくり対話や議論

する場を設けている」「日常的に雑談など気軽に話ができる職場風土をつくろうとしてい

る」。 

属性変数には、年代、配偶者ダミー、同居末子の年齢、通勤時間、テレワーク経験あり、

役職ダミーと 1 週間の総労働時間を用いる。 

なお、本調査では過去にテレワーク経験があるかどうかを聞いていない。先行研究を踏ま

えると、経験の有無は個人が今後その働き方を希望するかどうかに影響すると考えられる

ため、本論文では 2021 年 9 月末までテレワークを週に 1 日以上行っていた人を「テレワー

ク経験あり」、0 日だった人を「テレワーク経験なし」と仮定して分析を進める。パンデミ

ック以前にテレワーク経験がある人は限定的であるため、2021 年 9 月末までテレワークを

していなかった人は、概ねパンデミック以前も行ったことがないと推測する。 

また、大企業や、ICT ツールの利用度が高い業種（情報通信業）や職種（ソフトウエア・

インターネット関連技術職）では、テレワーク経験者が多いと想定される。本論文ではそれ

ら以外の要素の影響を確認するため、説明変数に企業規模および業種と職種を含まないこ

ととする。これら 3 つの項目における、テレワーク経験の有無を表１に示す。 

 

表１ 企業規模および業種と職種別、テレワーク経験の有無（クロス集計結果） 

    男性 女性 

    なし(%) あり(%) なし(%) あり(%) 

企業規模 50～300 人未満 165（32.9） 336（67.1） 39（32.2） 82（67.8） 

300～1000 人未満 159（36.0） 283（64.0） 26（28.6） 65（71.4） 

1000 人以上 291（24.3） 907（75.7） 89（32.8） 182（67.2） 

業種 情報通信業 76（17.8） 351（82.2） 12（18.8） 52（81.3） 

その他の業種 539（31.4） 1175（68.6） 142（33.9） 277（66.1） 

職種 ソフトウエア・ 

インターネット関連技術者 
75（20.8） 286（79.2） 6（15.4） 33（84.6） 

その他の職種 540（30.3） 1240（69.7） 148（33.3） 296（66.7） 
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４．結果 

 

4.1.  1 週間当たりのテレワーク希望日数別の割合 

はじめに、テレワークを希望する人がどの程度いるのかを把握するために、1 週間当たり

にテレワークを希望する日数「0 日」「週 1～2 日」と「週 3 日以上」の割合を確認する（表

２）。項目には、性別によって仕事に関する体験が大きく異なると思われるものを選んだ。

具体的には、「年代」「配偶者の有無」「同居末子の属性」「テレワーク経験」と「自宅のテレ

ワーク環境」（「自宅で問題なく仕事ができる」と「家族が自宅にいるため、自宅では仕事が

しにくい」）である。 
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表
２
 
男
女
別
、

1
週
間
当
た
り
に
テ
レ
ワ
ー
ク
を
希
望
す
る
日
数
の
割
合
（
ク
ロ
ス
集
計
結
果
）

 

カ
テ

ゴ
リ

項
目

0
日

（
％

）
週

1
～

2
日

（
％

）
週

3
日

以
上

（
％

）
0
日

（
％

）
週

1
～

2
日

（
％

）
週

3
日

以
上

（
％

）

2
0
代

4
（

9
.
1
）

1
5
（

3
4
.
1
）

2
5
（

5
6
.
8
）

1
1
（

1
9
.
3
）

1
4
（

2
4
.
6
）

3
2
（

5
6
.
1
）

3
0
代

4
9
（

2
3
.
9
）

6
3
（

3
0
.
7
）

9
3
（

4
5
.
4
）

3
5
（

2
1
.
7
）

3
5
（

2
1
.
7
）

9
1
（

5
6
.
5
）

4
0
代

1
5
8
（

2
1
.
0
）

2
1
5
（

2
8
.
6
）

3
7
9
（

5
0
.
4
）

6
0
（

2
2
.
6
）

7
7
（

2
8
.
9
）

1
2
9
（

4
8
.
5
）

5
0
代

3
4
7
（

2
6
.
1
）

4
3
3
（

3
2
.
6
）

5
4
9
（

4
1
.
3
）

3
4
（

1
9
.
1
）

6
5
（

3
6
.
5
）

7
9
（

4
4
.
4
）

6
0
代

9
3
（

2
6
.
0
）

1
2
1
（

3
3
.
8
）

1
4
4
（

4
0
.
2
）

1
2
（

3
8
.
7
）

1
1
（

3
5
.
5
）

8
（

2
5
.
8
）

配
偶

者
が

い
る

4
6
6
（

2
3
.
2
）

6
5
2
（

3
2
.
5
）

8
8
8
（

4
4
.
3
）

4
2
（

1
7
.
8
）

7
4
（

3
1
.
4
）

1
2
0
（

5
0
.
8
）

配
偶

者
は

い
な

い
1
8
5
（

2
7
.
1
）

1
9
5
（

2
8
.
6
）

3
0
2
（

4
4
.
3
）

1
1
0
（

2
4
.
1
）

1
2
8
（

2
8
.
0
）

2
1
9
（

4
7
.
9
）

未
就

学
児

の
子

ど
も

あ
り

4
7
（

2
1
.
4
）

6
1
（

2
7
.
7
）

1
1
2
（

5
0
.
9
）

1
1
（

2
6
.
8
）

4
（

9
.
8
）

2
6
（

6
3
.
4
）

小
学

校
か

ら
高

校
ま

で
の

子
ど

も
あ

り
1
1
6
（

1
9
.
4
）

2
0
2
（

3
3
.
7
）

2
8
1
（

4
6
.
9
）

1
6
（

2
2
.
2
）

2
2
（

3
0
.
6
）

3
4
（

4
7
.
2
）

そ
れ

以
上

の
子

ど
も

あ
り

1
3
8
（

2
5
.
7
）

1
8
0
（

3
3
.
6
）

2
1
8
（

4
0
.
7
）

9
（

2
3
.
7
）

1
3
（

3
4
.
2
）

1
6
（

4
2
.
1
）

子
ど

も
な

し
2
0
8
（

2
6
.
0
）

2
4
6
（

3
0
.
8
）

3
4
6
（

4
3
.
3
）

5
7
（

1
8
.
8
）

9
4
（

3
0
.
9
）

1
5
3
（

5
0
.
3
）

な
し

2
8
8
（

4
6
.
8
）

2
0
5
（

3
3
.
3
）

1
2
2
（

1
9
.
8
）

6
3
（

4
0
.
9
）

4
2
（

2
7
.
3
）

4
9
（

3
1
.
8
）

あ
り

9
2
（

6
.
0
）

5
2
5
（

3
4
.
4
）

9
0
9
（

5
9
.
6
）

1
0
（

3
.
0
）

1
0
7
（

3
2
.
5
）

2
1
2
（

6
4
.
4
）

自
宅

で
問

題
な

く
仕

事
が

で
き

る
2
0
3
（

1
2
.
1
）

5
2
6
（

3
1
.
3
）

9
5
3
（

5
6
.
7
）

3
0
（

8
.
2
）

1
0
2
（

2
7
.
9
）

2
3
3
（

6
3
.
8
）

家
族

が
自

宅
に

い
る

た
め

、
自

宅
で

は
仕

事
が

し
に

く
い

8
6
（

3
9
.
6
）

8
1
（

3
7
.
3
）

5
0
（

2
3
.
0
）

1
7
（

3
6
.
2
）

2
0
（

4
2
.
6
）

1
0
（

2
1
.
3
）

同
居

末
子

の
属

性
【

同
居

者
が

い
る

人
】

テ
レ

ワ
ー

ク
経

験

テ
レ

ワ
ー

ク
希

望
日

数

男
性

女
性

自
宅

の
テ

レ
ワ

ー
ク

環
境

テ
レ

ワ
ー

ク
希

望
日

数

年
代

配
偶

者
の

有
無
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ほぼすべての項目において、「週 3 日以上」のテレワークを希望する割合が最も高い。例

外は「テレワーク経験なし」「家族が自宅にいるため、自宅では仕事がしにくい」と 60 代以

上の女性で、それらに当たる人は出社か週 2 日以下のテレワークを希望する傾向にある。

Jones et al.（2022）でも、テレワークを 1 度でも経験した人の 99％が今後も継続したい意

向を示しており、テレワーク経験の有無とテレワーク意向の相関が明らかになっている。ま

た、自宅の環境のようなテレワークを行うための「前提条件」を満たしていることがテレワ

ーク意向との関連が高いことも、Thompson et al.（2022）の研究結果と整合する。 

 

4.2.  テレワークあるいは出社を希望する男性と女性の特徴 

4.2.1. 毎日オフィス出社を希望する人とテレワークを週 3 日以上希望する人の傾向の違

い 

テレワークを希望する人と希望しない人の特徴に有意な違いがあるかを確認するため、

上記の希望日数 3 群をグループ化変数とし、男女別に判別分析を行った。結果を表３に示

す。まず、分析 1 の結果から見ていく。判別関数は、0 日に負荷の高い関数と、テレワーク

週 3 日以上に負荷の高い関数が示された。つまり、分析 1 は 0 日群と週 3 日以上群を分け

る結果であった。男性は、第 1 関数の正準判別関数の固有値は.542、正準相関係数は.593 で

あった。また、Wilks のラムダの値は.628（χ2＝772.847, p<.001）であった。第 2 関数の

正準相関も p<.001 で有意であるが、第 1 関数の固有値で分散の 94.2％を説明しているた

め、表には第 1 関数の正準判別関数係数のみを示す。女性は、第 1 関数の正準判別関数の

固有値は.474、正準相関係数は.567 であった。また、Wilks のラムダの値は.615（χ2＝

137.684, p<.001）であった。第 2 関数の正準相関は有意ではなかった。 

表４と５はグループ重心を示したものである。分析 1 のグループ重心（表４）を見ると、

男性では正の値の変数は 0 日群に有効であり、係数が大きい変数は毎日出社することを望

む人に多い傾向である。そして、負の値の変数は週 3 日以上群に有効であり、週の半分以上

をテレワークしたい人に多い傾向である。一方、女性では反対で、正の値の変数は週 3 日以

上群に、負の値の変数は 0 日群に有効である。係数が 0.1 以上の変数は、テレワーク希望日

数への寄与が大きいとして見ていく。 

男女ともに、「テレワーク経験」が週 3 日以上に対する寄与が最も大きく、「通勤時間」の

寄与も大きい。そして、「自宅のテレワーク環境」が悪いことは、0 日へ大きく寄与する。

そのほか、「年代」の高さや「生き生きと働いている」ことも 0 日に負荷が高い。つまり、

一般的には、テレワークの経験がある人や自宅が職場から遠い人はテレワークを希望する

が、前提条件が整っていない、年代が高い、あるいは現在の心理状態が良い人は毎日出社す

ることを望む傾向がみられ、先行研究を裏付ける結果であった。 

男性の特徴としては、「静かな環境より、人がいたり雑音のある環境のほうが集中できる」

が 0 日群に寄与し、物理的な職場環境の重要さが示された。一方で、女性の特徴としては、

オフィス出社を望む人は「会議の時間を有効に使えるように、効率的に議事を進行する」、
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テレワークを週 3 日以上行いたい人は「時には、長めの時間をかけて職場のメンバー全員

とじっくり対話や議論する場を設けている」と、職場での工夫の負荷が高い。 

 

4.2.2. テレワークを週 1～2 日希望する人と週 3 日以上希望する人の傾向の違い 

次に、分析 2 の結果を確認する。第 2 関数と第 3 関数の違いを明確にするため、週 1～2

日と週 3 日以上の 2 群で判別分析を行った。男性の正準判別関数の固有値は.134、正準相

関係数は.344 であった。また、Wilks のラムダの値は.882（χ2＝171.989, p<.1）で、有意

であるものの 2 群の差は小さい。女性の正準判別関数の固有値は.157、正準相関係数は.368

であった。また、Wilks のラムダの値は.864（χ2＝35.742, p<.001）で、同じく 2 群の差は

小さい。分析 2 では、いずれの性別においても正の値の変数が週 1～2 日、負の値の変数は

3 日以上に有効であった。 

分析 2 は、テレワーク希望者のなかでも、頻度の高低による特徴を見るためのもので、性

差が顕著に表れた。共通点から見ていく。男女とも、最も寄与率が高い変数は「自宅のテレ

ワーク環境」で、「テレワークツール習熟度」の寄与率も高いため、前提条件が満たされて

いない人は、テレワークを一部行いつつも出社に重きを置きたいといえる。「職場の上司や

同僚、部下とランチや飲み会をするのは楽しい」も週に1～2回群への寄与率が高く、Nguyen 

& Armoogum（2021）の結果と一致している。また、「会議の時間を有効に使えるように、

効率的に議事を進行する」は週 3 日以上群に寄与しており、効率を重視する人が仕事の大

半をテレワークで行いたがる傾向にあった。 

男性では、「職場の上司や同僚、部下とランチや飲み会をするのは楽しい」に加えて「他

者が自分をどう思っているかを気にする」「職場の一員なのだと強く感じる」といった職場

の人間関係を重視する変数が週 1～2 回群に寄与していた。一方で、女性では「年代」と「同

居末子の年齢」の寄与が大きい。つまり、年代が若いか未就学児の子どもと同居している女

性は、できるだけテレワークしたいといえる。男性ではこの変数の負荷が高くないことから、

主に女性が育児を担っていることになる。また、「会議終了後に議事録や次回までに行うこ

とがメールなどで共有される」「日常的に雑談など気軽に話ができる職場風土をつくろうと

している」など職場で行われている工夫も週 1～2 日群への負荷が高かった。 

 男性の週 3 日以上群に寄与が大きい変数は「役職ダミー」と「上司の指示がなくても、

私の判断で仕事を進めることができる」で、役職が高いと自分の判断で仕事を進める場面

が多く、テレワークを行いやすいことを反映している。女性の週 3 日以上群には、「通勤

時間」と「1 週間の総労働時間」が長い、「十分にワークライフバランスが取れている」の

寄与が大きかった。女性は、テレワークで通勤時間を無くすことで追加の労働時間を確保

し、ワークライフバランスを取っていると考えらえる。また、「会議などで職場のみんな

が参加できるよう、発言を促したり意見を尊重したりする」の負荷が高かった。 
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表３ 標準化された正準判別関数係数（男女別） 

  

 

 

 

 

 

カテゴリ 項目 男性 女性 男性 女性
年代 .148 -.100 .179 .484

配偶者ダミー .060 -.007 -.019 .039

同居末子の年齢 .034 .066 .042 .445

通勤時間 -.150 .127 -.198 -.183

テレワーク経験あり -.752 .792 -.491 -.238

役職ダミー -.017 -.099 -.259 .038

1週間の総労働時間 .035 .078 -.046 -.149
前提条件

テレワークツール習熟度 .189 -.086 .209 .271

自宅のテレワーク環境 .463 -.493 .589 .496

上司の指示がなくても、私の判断で仕事を進めるこ
とができる

-.115 .045 -.111 -.050

現在の心理状態

生き生きと働いている .185 -.105 .150 .073

職場の一員なのだと強く感じる .028 .066 .140 .055

十分にワークライフバランスが取れている .043 .014 .063 -.134
性格

静かな環境より、人がいたり雑音のある環境のほう
が集中できる

.125 -.095 .054 .166

一人で考えるより、人と会話しながらのほうがよい
仕事ができる

.004 .000 .034 -.011

物事がうまくいかない時は、周囲に気軽に助けを求
める

.053 -.028 .049 -.041

会議では積極的に意見や質問をする -.077 .089 .016 .083

職場の上司や同僚、部下とランチや飲み会をするの
は楽しい

.088 -.024 .171 .191

他者が自分をどう思っているかを気にする -.041 .029 .145 .008

職場での工夫

会議の時間を有効に使えるように、効率的に議事を
進行する

-.010 -.171 -.101 -.120

会議終了後に議事録や次回までに行うことがメール
などで共有される

-.009 -.099 .072 .196

会議などで職場のみんなが参加できるよう、発言を
促したり意見を尊重したりする

-.005 -.023 .223 -.366

時には、長めの時間をかけて職場のメンバー全員と
じっくり対話や議論をする場を設けている

.016 .109 -.122 .304

日常的に雑談など気軽に話ができる職場風土をつく
ろうとしている

-.010 -.070 -.050 .272

分析2
1～2日と3日以上

分析1
3グループ
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表４ 「0 日」「週 1～2 日」「週 3 日以上」に対するグループ重心の関数（男女別） 

  

男性 女性 

第 1関数 第 2関数 第 1関数 第 2関数 

0 日 1.489 -.147 -1.693 -.232 

週 1～2 日 .039 .249 -.007 .449 

週 3 日以上 -.569 -.127 .420 -.225 

 

 

表５ 「週 1～2 日」「週 3 日以上」に対するグループ重心の関数（男女別） 

  

男性 女性 

第 1 関数 第 1 関数 

週 1～2 日 .430 .498 

週 3 日以上 -.311 -.313 

 

 

５．おわりに 

本論文では、テレワークあるいは出社を希望する就業者の特徴を探索した。その際に、日

本では他国よりも職場の人間関係に課題があり、特に男性は社会的孤立に陥りやすいこと

を踏まえ、人との接触が制限されるテレワークを希望するかどうかは性別によって異なる

要因が影響すると仮説を立てた。そこで、個人がテレワークを行う頻度を自由に選べる場合

の、週当たりの希望日数によって「0 日」「週 1～2 日」「週 3 日以上」の 3 群に分けて、男

女別に判別分析を行った。 

分析の結果、性別にかかわらず、テレワークの経験があり、通勤時間が長い人は、テレワ

ークをより多い日数希望することが明らかになった。Jones et al.（2022）や Thompson et 

al.（2022）をはじめとする先行研究と一致している。 

そして、テレワークを行うための前提条件が整っていない人、年代が高い人や現在生き生

きと働いている人は出社を好むと示された。テレワークを行う場所は自宅以外にもあるに

もかかわらず、「自宅のテレワーク環境」が良いことが条件となっており、就業者の多くは

自宅で働きたいことになる。国土交通省（2022）の調査でも、今後テレワークを継続する意

向がある人は「自宅」がよいとの回答が 83.7%に上った。「生き生きと働いている」人に出

社意向がある点については、心身に不調を抱える人がテレワークを希望する場合と、テレワ

ークを行うことで孤独感を持つようになる場合の両方が考えられる。Yamashita et al.

（2022）でも同様の結果と示唆を提供しており、どちらの因果関係であるとしても、企業

がテレワーク制度を導入・継続する場合は、勤務場所にかかわらず従業員が生き生きと働け

るサポートが重要といえる。加えて、人がいたり雑音のある環境のほうが集中できる人や、
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職場の人とのランチや飲み会が好きな人は出社あるいは週 1～2日程度のテレワークを希望

する点は、Nguyen & Armoogum（2021）と整合している。 

分析では、テレワーク意向および出社意向のある人の特徴が男女で異なることが明白に

なった。女性のほうがテレワーク意向が強いとする先行研究とは違い、本研究では男性も女

性もテレワークを希望する割合に差はないが、その傾向に性差があった。男性では、出社あ

るいは週に 1～2 日程度のテレワークを希望する人は、役職者であることと、職場の人間関

係、たとえば職場の一員だと感じることや他者が自分をどう思っているかを気にする傾向

が強かった。生き生き働いている人も出社を好むことを鑑みると、男性は職場の人間関係が

良いと生き生き働いていると実感し、出社して働くほうを望むと推測される。 

女性の場合は、職場で行われている仕事の進め方の工夫によって意向が異なっていた。ま

た、同居する子の年齢は女性のみに関連しており、子どもが未就学児の場合、女性は週に 3

日以上のテレワークを希望する傾向が確認できた。さらに、1 週間の総労働時間が長い女性

はテレワークをより多く行いたい傾向にあり、ワーカホリックとテレワーク意向の関連が

示された Nguyen & Armoogum （2021）の結果を支持している。企業には、通勤時間が長

くなく、幼い子どもがいない女性がテレワークを多く希望する場合、仕事の負荷を確認する

ことが推奨される。 

本研究では以上のような結果が得られた。これまでは、女性のほうがテレワークを希望す

る割合が高く、その理由は主に家事や育児の負担を負っているためという研究が主であり、

男性がテレワークおよび出社を希望する背景に着目したものはなかった。ところが、属性や

前提条件だけでなく職場の人間関係や職場での工夫を加えて男女別に分析したことで、男

性は物理的な環境と職場の人間関係によってテレワークと出社の意向が分かれると明らか

になった。安藤ほか（2016）、木下（2022）と藤森（2022）は、女性よりも男性のほうが他

者との関係性が乏しく、孤独感を感じやすいと示している。そうであれば、家族以外で長い

時間を共に過ごす職場の人とのつながりが、働く場所を選択する際に強く影響を与えるこ

とは、容易に推測できる。 

2022 年現在、日本企業の管理職に男性が占める割合は 90.6％で（帝国データバンク、

2022）、主に男性がテレワーク施策の意思決定を行うといえる。テレワークでは従業員の孤

独感が増す、職場の人間関係構築に支障をきたすなどの懸念はあるが、出社がそれらの課題

を解決する唯一の方法ではない。Jones et al.（2022）は、オンライン会議が週に 2 時間以

上ある人は毎日テレワークを希望する傾向にあり、2 時間未満の人は社会的な孤立感を味わ

っているために出社を希望すると考察している。そうであるならば、メールやチャットで行

うやり取りの一部を、オンライン会議に移行して会話の機会を増やすことで、従業員の孤独

感を緩和できる。テレワークを行う頻度を従業員の裁量に委ねつつ、それぞれのウェルビー

イングを実現するには、コミュニケーションのとり方や人材管理の方法を新しくする必要

がある。企業には、多様な属性やニーズを持つ従業員同士が、対面とリモートを組み合わせ

たハイブリッドな環境で効果的に協働するための施策策定が求められている。 
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 なお、本論文には限界が 3 つある。1 つは、個人のテレワーク意向に影響を与える変数を

すべて含められなかった点である。たとえば、本人に基礎疾患があるというような健康面の

懸念、介護・介助が必要な人やペットなど子ども以外でケアが必要な対象の有無、Thompson

（2022）の調査で挙げられた、環境への配慮や金銭的な負担なども影響すると考えられる。 

次に、本調査はテレワークに対する一時点での希望を収集したデータであり、調査のタイ

ミングによって個人の意向が流動的に変わる可能性が挙げられる。テレワークが恒常的で

一般的な制度になれば、自宅のテレワーク環境が整い、企業のマネジメントや制度も変化す

るため、テレワーク経験の有無や前提条件の影響が低下し、個人がテレワークおよび出社を

希望する本質的な理由がより明確になると思われる。 

最後に、本論文は個人単位での検討であり、組織単位での生産性を検討していない。個人

が希望するテレワークおよび出社の頻度が実現されていれば、心理的ストレスが少ないと

の研究結果があるが（Yamashita et al. 2022）、それが組織の成果に効果があるかは検証し

ていない。これらの点を踏まえたさらなる研究が、今後に残された課題である。 
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